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【要 約】 

 

本研究は、今後も大淀川学習館(以下「当館」と表記)を維持発展させるため、課題対応力の高いコ

ミュニケーション型へ組織を再構築する過程において、まず、ボトムアップ型組織として基礎を固め

るための運営見直しについて検証したものである。 

研究を通して運営を見直したことにより、業務を精選し、効率のよい組織に改善することができた。 

 

はじめに 

 

当館の運営における課題は、多種多様に存在しており、今後、従来のトップダウン型組織では、課

題対応における迅速さや的確さを欠くことが予想される。一方で、目前に切迫した諸課題に対応する

必然性から、運営の一部ではあるが、自然発生的にボトムアップを行う体系が存在している。 

そこで、将来的には、ネットワーク型組織として確立することを念頭に、まず、組織の基盤を固め

るため、ボトムアップ型組織としての再構築を行うこととした。 

本研究においては、『課題意識の「見える化」』と『問題解決的フィードバックのシステム化』『環

境整備による効率化』を三つの柱として、具体的な業務改善へとつなげていくことで、どのような変

容を得ることができるかを実践的に検証することを目的として、本課題を設定した。 

 

第１章 課題意識の「見える化」 

 

第１節 ＰＤＣＡサイクルの「見える化」 

 

 表１に示したＰＤＣＡサイクルシートを

用いて、短期・中期・長期の目標設定及び

振り返りのミーティングを行い、それぞれ

が、漠然と所持している課題や反省を「見

える化」した。 
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【表１：ＰＤＣＡサイクルシート】 
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⑴ ミーティング期間 

目標設定ミーティング期間：令和元年６月２６日(水)～７月４日(木) 

振り返りミーティング期間：令和元年１２月１７日(火)～１２月２７日(金) 

⑵ 時間設定 

目標設定ミーティング・振り返りミーティングともに一人当たり１５～２０分程度 

 

第２節 常設課題の「見える化」 

 

アンケートやモニター意見交換会等において当館に

よせられた、意見や要望等をもとに、表２に示した職

務遂行自己評価シートを作成し、業務にあたって常時

意識しておくべき事項を「見える化」した。 

 

⑴ 自己評価の実施時期 

第１期提出締切日：令和元年９月６日(金)        

第２期提出締切日：令和元年１１月１０日(日) 

 

⑵ 自己評価の変容 

評価において、「０ 分からない」と回答した数を全回答数で割った未認知率を集計したとこ

ろ、表３の通り、認知率の向上(未認知率の低下)が見られた。 

 

第２章 問題解決的フィードバックのシステム化 

 

第１節 協議システムの再編成 

 

 フィードバックをシステム

化するため、図１に示した通り、

館内協議の在り方を再定義し

て、職員に示した。 

 前述のＰＤＣＡサイクルを

通して得られるリソースを、協

議に反映する(フィードバッ

ク)することができるように関

連も明示した。 

 

第２節 プロジェクトチームの編成 

 

前節で述べた協議システムの再編成において、フィードバック機能を強化するため、個別の課題解

決にあたるプロジェクトチームを位置づけた。 

【表３：未認知率集計結果】 
第１期 第２期 

23.03％ 14.55％ 
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【図１：館内協議体制のイメージ】 

【表２：職務遂行自己評価シート】 
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⑴ プロジェクトの内容 

① ２５周年記念事業「特別講演会」 

② ２５周年記念事業「３Ｄシアター新番組制作」 

③ 団体受付対応の見直し 

 

 ⑵ プロジェクトの成果 

① 令和元年１０月２７日(日)に、特別記念講演会を開催 

② 令和２年２～３月に完成、試写会予定 

③ 令和２年４月１日より、新規則にて団体受付、並びに、教室募集を開始予定 

 

第３節 意見交換の活性化 

 

問題解決的フィードバックのシステムを機能させるためには、意見交換を活性化する必要がある。

そこで、意見を表明する訓練やレジュメの工夫を行った。 

 

⑴ 意見を表明する訓練 

従来は、朝礼の最後に館長(又は副館長)による朝のスピーチを行っていたが、意思表明の訓練

として、朝のスピーチを職員の持ち回りにした。 

 

⑵ レジュメの工夫 

会議の際に準備するレジュメは、従来、協議項

目の見出しのみ提示されているものが主であった

が、図２に示したようなフロー図を用いて協議内

容に対する理解促進を図ったり、解決策の原案(い

わゆる「たたき台」)を提示したりすることで、議

論の活性化を試みた。 

 

第３章 環境整備による効率化 

 

第１節 事務室の機能強化 

 

 環境整備による効率化は、細かな効率化の

積み重ねである。例えば、移動を１日１０歩

分、短縮すれば、１年間（開館日数およそ３

００日）で、３０００歩分(成人男性で約２

キロ)の無駄な動きを省くことができる。 

 そこで、図３・４に基づいて、床下の再配線等も含めた事務室の配置転換を行うことで、動線の確

保（無駄な動線の排除）を図った。 

【図３：事務室内配線図】 

【図２：フロー図の例】 
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また、例えば、物品を取り出す時間を１

日１分短縮できれば、１年間（開館日数お

よそ３００日）で、３００分（５時間）の

無駄な動きを省くことができる。細かな効

率化の積み重ねの二つ目として、分類や集

約がなされていなかった事務室内の文具

や消耗品を保管する棚や、事務室内に分散

保管されていた書籍類を、写真１・２・３

の様に整頓した。 

 

【写真１：消耗品保管庫】【写真２：工具・部品の棚】    【写真３：図鑑等の集約】 

   

 

第２節 作業効率の改善 

 

作業、特にルーティンワークにおいては、繰り返しの回数が多ければ多いほど、作業手順や内容の

細かな見直しでも、効果を得ることができる。そこで、表４・５のように、様式の統一や表計算ソフ

トの活用を図り、作業効率を高めた。 

 

【表４：出張報告の様式】    【表５：勤務計画における出勤状況を確認する集計表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図４：事務室内配置図】 

 シールで保管場所の見出を作成し、状態の維

持を図った。 

 様式に合わせ、記入上の留意点も作成した。 
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 配置転換前に、机や棚の大きさを測り、
図面に起こして、スペースを事前確認した。 
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おわりに 

 

 課題意識の「見える化」においては、職員の目標や課題、反省等の抽象概念を言語化したことで、

具体的な実践につなげることができた。また、ミーティングを通して「困っている事」を尋ねた所、

具体的な改善につながる提言を得る等、問題解決的フィードバックの場としても有効に機能すること

が確かめられた。ＰＤＣＡサイクルを、日常的な思考ツールとして職員間に定着させていくことが課

題として残った。 

 問題解決的フィードバックのシステム化においては、職員１５名中、新規採用職員が７名を占める

人事異動の影響を緩和し、新規採用職員も自らの気付きを発信する機会を設ける上では有効に機能し

た。しかし、半数を超える人事異動は、経験面での著しいパフォーマンスダウンをもたらしており、 

大淀川学習館としてのパフォーマンスを、昨年度末の域に回復するには至っていない。よって、問題

解決的フィードバックのシステムを有効に機能させ、職員が経験知を蓄積しながらリソースの拡大を

図ることが課題として残った。 

環境整備における効率化においては、研究を通して主に事務室や事務作業の効率化を図ることがで

きた。事務室や事務作業の効率化も維持・発展させつつ、事務室以外の空間や作業についても恒常的

に効率化を図ることが課題として残った。 

 本研究を通して、ボトムアップ型組織として、組織の基礎を固め直すことができた。今後も、ボト

ムアップ型組織としての機能を強化しながら、横のつながり、特に弱い紐帯が機能するような体制を

整えてネットワーク型組織に発展させていく必要があると考えている。 
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